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留学生30万人成功のカギにぎる 
産学連携とカリキュラムの充実 

知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。 

目的意識を持って研修に臨む 
「課題分析ワークショップ」の開発に尽力 

JICEスタッフに聞く 中国支所　研修監理員 

関 いずみさん 

INTERVIEW この人に聞く 

FACE 顔 

よこた・まさひろ
昭和28年生まれ。上智大学（心理学専攻）卒。1984年（昭和59年）ハーバード大学
教育学部大学院修士課程修了。一橋大学商学部専任講師、同留学生センター教
授を経て明治大学国際日本学部教授。東京学芸大学学術博士。明治大学国際日
本学部教授。特定非営利活動法人 国際教育交流協議会 副会長。
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JICE  INFORMATION  BOX

　ご主人の転勤でアメリカに10年在住。そ
の間、TESOL（教育学英語教授法）に関
する修士号を取得した。それが縁でソマリ
ア、バルカン諸国、パレスチナ、アラブ諸国、
旧ソビエト連邦、中南米など世界中からアメ
リカにやってくる多くの留学生や難民、合法・
違法の移民に出会い、世界の広さと深さを
垣間見ることになった。そうやってアメリカで
出会った“新しい住民たち”の顔や身の上
話は、いまだに忘れることができないという。
　帰国後、「職場が自宅に近かったこと、英
語ができるという理由でJICEに応募したら、
幸いにも採用されました」
　研修監理員になってからは、環境関係、
高齢者介護、火力発電など、主にJICAが日
本国内で行う研修コースに携わってきた。

担当したコースの種類はあまり多くないが、
南部アフリカを対象にした中小企業育成の
経験は長い。その仕事を通じて、「一国の経
済発展に対する中小企業の役割、生産業
の重要性について再認識させられました」
　研修コースの現場監理業務に加えて、
JICAの協力のもとJICE中国支所が開発し
た「課題分析ワークショップ」には当初から
関わってきた。これは各研修員が自国の課
題や問題を整理し、目的意識を持って研修
に臨むためのワークショップだ。その関係で
最近、アルバニアとコソボに出張し、JICA帰
国研修員同窓会の活性化と援助ニーズの
把握を目的としたワークショップのモデレータ
ーを務めた。
「それぞれの国で帰国研修員や省庁関係

者とともに考えることで、『この国の抱える問
題は何か』『どのような援助を必要としてい
るか』が垣間見えたし、直接、途上国のニー
ズをヒアリングできたのは貴重な体験でし
た。また、自分の仕事が新しい国際協力の
実施につながるかもしれないというやりがい
も感じました」
　アルバニアとコソボを訪れて今まで“途上
国”を一括りにし、ひとつひとつの国を知る努
力が足りなかったとしきりに反省したという。
　ひるがえって日本で研修員を案内する中
小企業の工場見学でも、「バルカン諸国、ア
フリカ諸国、あるいは東南アジアそれぞれの
研修員とでは自ずと見学する視点がちがっ
てきます。多様な視点に応えられるような紹
介ができるようになりたいと思っています」

途上国のがむしゃらな活力
に惹かれて、国際協力に加
わろうとする若い人たちに、
心からエールを送りたい
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大学は“高度国際人材育成”を迫られる時代 
　1983年に策定された「留学生10万人計画」は、当時のフラ
ンス並みに10万人の留学生を受け入れようという野心的な計
画でした。それから4半世紀後の昨年7月、留学生の拡大を図
った｢留学生30万人計画｣が打ち出されましたが、その2つの
計画の社会的背景はずいぶんと異なっています。
　この間、すでにヨーロッパでは留学生政策を“ヨーロッパづく
り”政策として位置付けて、その効果があらわれています。ま
た、アジア諸国ではその経済的成長の土台としての高度人材
の獲得と輸出産業としての高等教育といった経済的観点から
留学をとらえるようになりました。
　しかし、日本の留学生政策は、“援助”の意味合いが色濃く
残っています。 “援助”は経済が右肩上がりの時代には国民に
寛容に受け入れられても、経済が低迷すれば批判されがちで
す。その意味で「留学生30万人計画」は、国策として“援助”か
らより互恵的な“高度国際人材育成”の理念へと留学生政策
の転換を図る機会にしなければなりません。
流動性が劇的に高まる東アジアの留学生政策
　現在、東アジアでは人材の激しい争奪戦が繰り広げられ、当

初は送り出し国だった中国が、今や留学生50万人計画を打ち
出すような巨大な受け入れ国にもなりました。韓国はその中国
に最大の留学生を送り出し、マレーシアは東アジアの“留学ハ
ブ”になりつつあります。留学生の流動性は劇的に高まっていま
す。
　そこで日本では文部科学省を中心に、｢留学生30万人計画｣
実現のための中核的政策の1つとして、「国際化拠点整備事
業（グローバル30）」を打ち出しました。初年度の今年は、東北、
筑波、東京、名古屋、京都、大阪、九州、慶應義塾、上智、明
治、早稲田、同志社、立命館の13大学が選定されました。選定
条件には、英語による学位取得コースや海外共同利用事務
所の設置などが盛り込まれ、各大学に少なくとも2600人の留学
生の受け入れを課しています。しかし基本的なところで、日本で
は留学生の受け入れは、大学の経営面だけみれば赤字ととら
えている大学が多く、このパラダイムの転換がなされなければ、
補助金がなくても主体的かつ積極的にどこまで留学生を受入
れるのか、むずかしいと思います。この転換をどう実現するの
かが問われているのではないでしょうか。大学はアウトソーシン
グなど産業との連携を積極的に推し進め、短期留学などを視
野に入れたカリキュラムの開発が急務となります。それは単に
“国際化改革”というだけでない新しい時代を意味するのかも
しれません。

始し、サ国・日本双方の官民が一体となって
2002年に開所しました。
　サ国は2008年にDAC途上国リストから外
れ、日本政府も3年間の経過措置を経て同
国に対するODAによる協力を終了する予
定であるなか、JICAによるSJAHIプロジェク
ト（フェーズⅠ・Ⅱ）は2009年8月に終了しました
が、経済産業省産油国協力等事業として継
続されることが決定しました。
　2009年7月、JICEは㈶日本国際協力シス
テム（JICS）と共同でプロポーザルを提出し、
フェーズⅢとしてJICAからプロジェクトを引き
継ぐことが承認されました。
　JICEは専門家派遣を含む日本側のプロ
ジェクト全体管理を実施します。また、SJAHI
のテクニカル・インストラクター等を対象とした
研修の実施についても両国間で合意されて
います。

　JICAから引き継いだSJAHIプロジェクト
はJICEにとって大きなチャレンジですが、フェ
ーズⅢにおいても日本自動車工業会の協力
を得ながらJICEのこれまでの経験と人的資
源を大いに活用し、「人づくり協力のプロ集
団」としてプロジェクトの成功に向けて全力
で取り組んでいきたいと考えています。

　JICEは「サウジアラビア・日本 自動車技術高等
研修所（The Saudi Japanese Automobile 
High Institute、以下SJAHI）」プロジェクト 
フェーズⅢを開始しました。
　サウジアラビア（以下、サ国）ではアジア等
からの外国人労働者が多くを占めサ国の若
者の失業率の高さが問題となっています。こ
れを改善するため、サ国では、自国民による
就労の増加事業である「サウダイゼーション
政策」を実施しており、職業訓練や技術者
育成に取り組んでいます。
　SJAHIは、自動車整備技術を指導する2
年制の研修所で、サ国政府、日本（JICA、日
本自動車工業会）が2001年から協力を開

「サウジアラビア・日本
自動車技術高等研修所」
プロジェクト フェーズⅢ始動

大学は自らを国際化し、留学生を地域住民と認める必要が
あると思います

横田 雅弘さん

明治大学
国際日本学部 教授

私たちJICEは、個人情報保護法を遵守し、
徹底した個人情報の管理をいたします。



外務省によって1999年度から開始されたプログラム。正式名称は「人材育成支
援無償事業（Japanese Grant Aid for Human Resource Development 
Scholarship＝JDS）」。対象国政府の将来を担う指導者の可能性を持った優秀
な若手行政官や実務家を対象に、日本の大学などでの研究、人的ネットワーク構
築などの機会を提供することを目的に、母国の社会経済開発上の課題を実践的
に解決する知識を持つ人材として活躍することが期待されている。JICEはこの
事業を実施する政府の実施代理機関として、留学生の募集選考支援から来日準
備、来日後の生活支援ならびに帰国に至るまでの一連の業務を実施している。

JDS事業 
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「
勉
強
の
こ
と
か
ら
進
路
、生
活
面
ま
で

す
べ
て
の
相
談
に
乗
っ
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
」

「
私
た
ち
の
仕
事
は
、海
外
か
ら
の
留
学
生
が
九

州
に
着
い
て
か
ら
帰
国
す
る
ま
で
の
お
世
話
を
す

る
こ
と
で
す
の
で
、生
活
に
必
要
な
区
役
所
への
届

け
出
、住
宅
の
お
世
話
、病
気
に
な
れ
ば
時
に
は

病
院
へ
も
同
行
す
る
し
、必
要
と
あ
れ
ば
手
術
に

も
立
ち
会
い
ま
す
」

　
そ
う
話
す
の
は
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
九
州
支
所
の
研
修

監
理
員
の
吉
野
千
佳
子
さ
ん
。ま
た
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

に
は
全
国
各
支
所
に
合
わ
せ
て
約
１
５
０
０
人
の

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
研
修
監
理
員
が
登
録
さ
れ
て
お
り
、

Ｊ
Ｄ
Ｓ
事
業
の
現
場
を
支
え
る
重
要
な
キ
ー
パ
ー

ソ
ン
と
な
っ
て
い
る
。現
在
、Ｊ
Ｄ
Ｓ
の
留
学
生
を

受
け
入
れ
て
い
る
大
学
は
、全
国
の
国
公
立・私
立

大
学
を
合
わ
せ
て
22
校
。九
州
支
所
の
担
当
は
九

州
大
学
と
立
命
館
ア
ジ
ア
太
平
洋
大
学（
Ａ
Ｐ

Ｕ
）の
２
大
学
で
、Ｊ
Ｄ
Ｓ
の
留
学
生
の
数
に
し
て

合
計
約
８０
人
に
上
る
。そ
れ
を
２
人
の
研
修
監
理

員
で
賄
って
い
る
が
、吉
野
さ
ん
の
担
当
は
九
州
大

学
だ
。

　
そ
の
九
州
大
学
の
大
学
院
で
農
業
資
源
経
済

学
を
学
ん
で
い
る
の
が
ベ
ト
ナ
ム
か
ら
派
遣
さ
れ

て
き
た
フ
ァ
ム・ヴ
ァ
ン・チ
ャ
さ
ん
。チ
ャ
さ
ん
に
よ

れ
ば
、「
吉
野
さ
ん
は
親
切
で
フ
レ
ン
ド
リ
ー
。勉

強
や
進
路
、生
活
面
ま
で
す
べ
て
の
相
談
に
乗
って

も
ら
って
い
る
」そ
う
だ
。

　
チ
ャ
さ
ん
は
来
日
前
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
ア
シ
ス
タ
ン
ト
を
務
め
て
い
た
こ
と
が
あ
り
、

「
農
業
分
野
で
は
九
州
大
学
が
優
れ
て
い
る
」と

聞
き
、九
州
大
学
を
選
ん
だ
。担
当
の
福
田
晋
教

授（
農
学
博
士・農
業
資
源
経
済
学
）は
、「
チ
ャ
君

は
、当
初
の
修
士
論
文
研
究
課
題
か
ら
や
や
方
向

転
換
し
て
、自
ら
研
究
課
題
を
設
定
し
ま
し
た
。

受
講
し
て
い
る
講
義
に
影
響
を
受
け
た
も
の
で
、

前
向
き
な
姿
勢
だ
と
評
価
し
て
い
ま
す
」

　
ま
た
、同
じ
ベ
ト
ナ
ム
出
身
で
、農
学
部
で
遺
伝

子
の
研
究
を
し
て
い
る
ホ
ア
ン・ヴ
ァ
ン・ナ
ム
さ
ん

は
、「
コ
メ
の
遺
伝
子
や
遺
伝
育
種
に
つ
い
て
勉
強

し
た
か
っ
た
」そ
う
だ
。担
当
の
佐
藤
光
教
授（
農

学
博
士・植
物
遺
伝
子
開
発
分
野
）は
、「
Ｊ
Ｄ
Ｓ

の
留
学
生
は
と
に
か
く
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
高
い
。

ア
ジ
ア
の
国
々
と
い
い
関
係
を
築
く
に
は
、最
後
に

は
や
は
り
人
的
交
流
が
も
の
を
言
う
」。ふ
た
り

と
も
昨
年
の
１０
月
に
来
日
し
て
１
年
に
な
る
が
、

と
も
に「
日
本
で
学
ん
だ
こ
と
を
ベ
ト
ナ
ム
に
帰
っ

て
活
か
し
た
い
」と
話
し
て
い
る
。

母
国
の
将
来
に
貢
献
す
る

Ｊ
Ｄ
Ｓ
留
学
生
た
ち

　
Ｊ
Ｄ
Ｓ
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
開
始
さ
れ
た
の
は
１
９

９
９
年
度
。当
初
は
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
と
ラ
オ
ス
の

２
カ
国
だ
っ
た
が
、そ
の
後
、ベ
ト
ナ
ム
、カ
ン
ボ
ジ

ア
、モ
ン
ゴ
ル
、バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
、ミ
ャ
ンマ
ー
、中
国
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、フ
ィ
リ
ピ
ン
、キ
ル
ギ
ス
が
加
わ

り
計
１1
カ
国
と
な
っ
た
。日
本
の
大
学
は
こ
れ
ま

で
Ｊ
Ｄ
Ｓ
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
多
く
の
留
学
生
を
受
け

入
れ
て
い
る
が
、そ
の
最
初
の
卒
業
生
を
出
し
た

の
が
九
州
大
学
。法
学
部
修
士
課
程
で
学
ん
だ

２
人
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
か
ら
の
留
学
生
を
皮
切

り
に
、法
学
部
で
５
人
、農
学
部
で
１1
人
の
計
１6

人
を
受
け
入
れ
て
い
る
。こ
の
１０
月
に
は
新
た
に

法
学
部
７
人
、農
学
部
で
９
人
の
留
学
生
を
受

け
入
れ
る
予
定
だ
。

　
九
州
大
学
大
学
院
法
学
研
究
院
で
留
学
生

セ
ン
タ
ー
長
を
務
め
る
吾
郷
眞
一教
授（
副
学
長
）

は
Ｊ
Ｄ
Ｓ
の
留
学
生
に
つい
て
、「
私
費
で
来
日
す

る
留
学
生
の
関
心
が
自
身
の
能
力
向
上
で
あ
る

の
に
対
し
、母
国
の
将
来
に
貢
献
し
よ
う
と
い
う

優
秀
な
人
が
多
い
」と
語
る
。Ｊ
Ｄ
Ｓ
は
途
上
国

の
優
秀
な
若
手
行
政
官
や
実
務
家
が
ノ
ミ
ネ
ー

ト
さ
れ
る
と
い
う
点
で
大
学
に
と
っ
て
重
要
な
リ

ソ
ー
ス
に
な
って
お
り
、授
業
の
質
を
上
げ
て
い
く

と
い
う
面
で
も
貢
献
度
が
高
い
と
言
わ
れ
る
。吾

郷
教
授
も「
さ
ま
ざ
ま
な
研
修
事
業
で
実
績
の

あ
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
サ
ポ
ー
ト
が
あ
る
か
ら
受
け

入
れ
や
す
い
し
、Ｊ
Ｄ
Ｓ
の
留
学
生
に
対
し
て
は

３
カ
月
に
１
度
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
研
修
監
理
員
が
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
に
訪
れ
て
、大
学・留
学
生・Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の

３
者
面
談
を
し
ま
す
。留
学
生
に
と
って
も
大
学

側
に
と
っ
て
も
い
い
刺
激
に
な
っ
て
い
る
と
思
い
ま

す
」と
語
る
。

世
界
的
研
究
・
教
育
拠
点
を
目
指
す
大
学
を

強
力
に
サ
ポ
ー
ト
す
る
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
を
目
指
し
て

　
文
部
科
学
省
が
打
ち
出
し
た「
国
際
化
拠
点

整
備
事
業（
グ
ロ
ー
バ
ル
３０
）」は
、「
留
学
生
３０
万

人
計
画
」の
実
施
に
向
け
て
平
成
２１
年
度
か
ら
開

始
さ
れ
る
も
の
で
、今
年
度
は
全
国
で
１３
大
学

（
国
立
７
、私
立
６
）が
採
択
さ
れ
た
。１３
大
学
の一

つ
と
し
て
採
択
さ
れ
た
九
州
大
学
に
と
っ
て
、「
グ

ロ
ー
バ
ル
３０
」への
参
画
は
、こ
れ
ま
で
推
進
し
て
き

た
世
界
的
拠
点
大
学
化
構
想
に
向
け
て
大
き
な

後
押
し
と
な
る
だ
ろ
う
。「
近
い
将
来
、す
べ
て
の

大
学
院（
１７
学
府
）で
英
語
だ
け
で
学
位
取
得
可

能
な
コ
ー
ス
を
設
け
る
予
定
で
す
。そ
れ
に
伴
い

留
学
生
の
総
数
を
現
在
の
約
１
３
０
０
人
か
ら
、

平
成
３２
年
に
は
約
３
倍
の
３
９
０
０
人
に
。外
国

人
教
員
数
も
増
や
し
、大
学
全
体
の
グ
ロ
ー
バ
ル

化
を
進
め
、留
学
生
と
日
本
人
学
生
が
共
に
学
ぶ

『
国
際
教
養
学
部
』を
新
設
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
」（
吾
郷
教
授
）

　「
留
学
生
３０
万
人
計
画
」成
功
の
カ
ギ
は
、こ
う

し
た
国
際
化
を
目
指
す
教
育
機
関
が
、国
際
競

る
手
配
、日
本
で
の
生
活
基
盤
整
備
、２
年
以
上

に
わ
た
る
滞
日
中
の
ケ
ア
と
学
業
進
捗
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
、そ
し
て
母
国
へ
の
帰
国
支
援
と
いっ
た
具

合
に
、入
口
か
ら
出
口
ま
で
首
尾
一
貫
し
た
業
務

を
行
っ
て
い
る
か
ら
だ
。各
大
学
で
の
留
学
生
受

入
支
援
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、各
国
現
地
に
お
け
る

留
学
生
の
募
集
、選
考
代
行
、留
学
生
受
入
事
務

か
ら
来
日
後
の
留
学
生
支
援
業
務（
留
学
生
の
健

康
安
全
管
理
、留
学
生
向
け
日
本
語
研
修
等
）に

至
る
ま
で
、大
学
と
留
学
生
、関
係
機
関
の
間
に

立
ち
、効
率
的
な
協
働
作
業
に
ま
と
め
上
げ
る
の

が
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
力
の
見
せ
ど
こ
ろ
だ
。

　
世
界
的
研
究・教
育
の
拠
点
を
目
指
す
大
学

を
強
力
に
サ
ポ
ー
ト
す
る「
人
づ
く
り
協
力
の
プ

ロ
集
団
」と
し
て
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
さ
ら
な
る
貢
献
が

期
待
さ
れ
て
い
る
。　
　
　
　
　（
文
責
編
集
部
）

TSUNA 

GU 

争
力
を
高
め
、優
れ
た
留
学
生
を

戦
略
的
に
獲
得
す
る
こ
と
。そ
の
た

め
の
具
体
的
な
施
策
と
し
て
、文
部

科
学
省
は
、①
日
本
留
学
へ
の
誘
い
、

②
入
試・入
学・入
国
の「
入
り
口
」

の
改
善
、③
大
学
な
ど
の
グ
ロ
ー
バ
ル

化
推
進
、④
受
け
入
れ
環
境
づ
く

り
、⑤
卒
業・修
了
後
の
社
会
の
受

け
入
れ
推
進
の
５
本
柱
を
挙
げ
て

い
る
。国
内
外
に
拠
点
を
持
つ
Ｊ
Ｉ

Ｃ
Ｅ
は
、こ
う
し
た
施
策
を
支
え
る

重
要
な
役
割
を
担
う
こ
と
の
で
き

る
可
能
性
が
あ
る
。J
D
S
事
業

に
お
い
て
相
手
国
政
府
の
実
施
代

理
機
関
と
し
て
、現
地
で
の
留
学
生

の
募
集
・
選
考
か
ら
、渡
日
に
関
す

「留学生10万人計画」に資するために立ち上げられたJDS事業（キー
ワード参照）。開始から10年が経過し、開発途上国の開発課題の解
決に直結する、より戦略的な人材育成計画へと変貌を遂げつつあ
る。一方、昨年政府から「留学生30万人計画」が新たに打ち出された
ことで、各大学の留学生数が増え、留学生受入の業務支援ニーズが
高まる中、長年JDS事業を中心として留学生支援に力を入れてきた
JICEの「人づくり協力のプロ集団」としての力が試されている。

「JDSの留学生は優秀。日本
の文化にも積極的に関わろう
とする姿勢が感じられる」と話
す吉野千佳子さん

伊都（福岡市西区）に建築中の新キャンパス

佐藤光教授と留学生のホアン・ヴァン・ナムさん留学生センター長を務める吾郷眞一
教授（副学長）
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「
人
づ
く
り
」と「
政
策
提
言
」を
通
し
て

社
会
変
革
を
目
指
す
東
京
財
団

　
日
本
財
団
が
奨
学
基
金
の
寄
贈
を
行
い
、東
京

財
団
が
設
置
後
の
運
営
を
行
う「
ヤ
ン
グ
リ
ー
ダ

ー
奨
学
基
金（T

he Ryoichi Sasakaw
a Y
oung 

Leaders Fellow
ship Fund

＝
シ
ル
フ
）」と
い
う

世
界
規
模
の
奨
学
金
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
。海
外

協
力
援
助
事
業
と
し
て
1
9
8
7
年（
昭
和
62

年
）に
開
始
さ
れ
た
、世
界
の
大
学
院
生
を
対
象

に
し
た
奨
学
金
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
。

　
こ
の
シ
ル
フ・プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、こ
れ
ま
で
世
界

44
カ
国
69
大
学（
大
学
連
合
を
含
む
）に
各
々

1
0
0
万
米
ド
ル
の
基
金
が
寄
贈
さ
れ
、そ
の
運

用
益
を
も
と
に
各
校
が
選
抜
し
た
大
学
院
生
に

奨
学
金
が
給
付
さ
れ
て
い
る
。国
籍・言
語・民
族・

政
治
体
制
な
ど
の
あ
ら
ゆ
る
壁
を
越
え
て
グ
ロ
ー

バ
ル
な
問
題
に
立
ち
向
か
う〝
人
づ
く
り
〞が
目

的
の
基
金
だ
。〝
リ
ー
ダ
ー
は
文
系
の
方
々
の
可
能

性
が
高
い
〞と
い
う
設
置
当
初
か
ら
の
日
本
財
団

の
方
針
で
、工
学・理
学
系
を
除
く
人
文
社
会
科

学
系
に
的
を
絞
っ
た
奨
学
金
制
度
で
、87
年
の
事

業
開
始
以
来
、今
年
で
フ
ェロ
ー（
奨
学
生
）は
約

1
万
3
，0
0
0
名
を
数
え
る
。

　
そ
の
東
京
財
団
は
97
年（
平
成
9
年
）、日
本

財
団
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た『
国
際
研
究
奨
学
財

団
』が
前
身
で
、現
在
、奨
学
事
業
担
当
の
常
務

理
事
を
務
め
る
の
が
松
信
章
子
さ
ん
だ
。

　
海
外
や
日
本
で
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
仕
事
に
携

わ
り
、国
際
支
援
の
N
G
O
で
フ
ァ
ン
ド
レ
イ
ジ
ン

グ（
資
金
調
達
）や
フ
ェ
ア
ト
レ
ー
ド（
公
正
な
取

引
）な
ど
の
仕
事
を
経
て
、昨
2
0
0
8
年
、同
財

団
の
常
務
理
事
に
迎
え
ら
れ
た
。

「
東
京
財
団
は
、い
わ
ゆ
る
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
役
割

と
、志
と
能
力
を
併
せ
持
つ
人
た
ち
の
育
成
と
い

う
ふ
た
つ
の
柱
で
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。グ
ロ
ー
バ

ル
化
時
代
の
特
徴
は
、地
球
規
模
で
起
こ
る
現
象

と
コ
ミ
ュニ
テ
ィ
レ
ベ
ル
で
起
こ
る
現
象
が
根
っ
こ
で

つ
な
が
っ
て
い
て
、問
題
の
本
質
は
同
じ
だ
と
い
う

こ
と
で
す
。こ
れ
か
ら
の
リ
ー
ダ
ー
は
そ
う
し
た

問
題
に
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ（
敏
感
）で
あ
っ
て
欲
し
い

し
、問
題
が
起
こっ
た
時
は
、国
境
、言
語
、文
化
な

ど
に
と
ら
わ
れ
ず
、さ
ま
ざ
ま
な
課
題
に
取
り
組

む
使
命
感
や
情
熱
を
持
つ
リ
ー
ダ
ー
に
育
っ
て
欲

し
い
と
願
って
い
ま
す
」

シ
ル
フ・プ
ロ
グ
ラ
ム
を

継
続
的
に
支
え
る
4
つ
の
サ
ポ
ー
ト

　
こ
の
シ
ル
フ
の
特
徴
は
、運
営
が
各
大
学
に
任

さ
れ
て
い
る
こ
と
だ
ろ
う
。大
学
に
は
①
フ
ェロ
ー

を
選
考
す
る
委
員
会
の
設
置
、②
奨
学
金
を
支

給
す
る
大
学
院
生
を
公
明
正
大
に
選
び
、リ
ス
ト

を
財
団
に
提
出
、③
明
朗
で
可
視
的
な
形
で
の

運
営
、な
ど
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
程
度
だ
。

フ
ェロ
ー
の
数
は
先
進
国
で
は
年
に
数
名
、途
上

国
で
は
数
十
名
に
な
る
と
こ
ろ
も
あ
る
と
い
う
。

　
ま
た
、シ
ル
フ・プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、大
学
院
生
な

ど
へ
の
奨
学
金
の
支
給
に
加
え
て
、4
つ
の
サ
ポ

ー
ト・プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
な
る「
シ
ル
フ・プ
ラ
ス
」が

あ
る
。

「
シ
ル
フ・海
外
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」は
、フェロ
ー
が

所
属
大
学
以
外
で
研
究
活
動
を
行
う
の
を
サ
ポ

ー
ト
し
、海
外
の
シ
ル
フ
基
金
校
へ
の
留
学
を
支

援
す
る
も
の
。「
シ
ル
フ・リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ・イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
」は
、フ
ェロ
ー
の
積
極
的
行
動
を
支
援

す
る
も
の
で
、協
力
者
を
得
な
が
ら
具
体
的
活

動
に
取
り
組
み
、リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
成
長
を
促

す
も
の
。「
シ
ル
フ
賞
」は
社
会
的
に
貢
献
し
た
フ

ェロ
ー
を
顕
彰
す
る
も
の
。シ
ル
フ・ウ
ェブ
サ
イ
ト

や「
シ
ル
フ・コ
ネ
ク
ト
」は
、ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
フ
ェ

ロ
ー
の
研
究
成
果
や
社
会
貢
献
活
動
を
紹
介

し
、世
界
中
の
人
た
ち
と
の
連
携
を
推
進
す
る

も
の
だ
。

「
ア
ナ
ロ
グ
時
代
に
は
で
き
な
か
っ
た
こ
と
が
、今

は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
S
N
S（
ソ
ー
シ
ャ
ル・ネ
ッ

ト
ワ
ー
キ
ン
グ・サ
ー
ビ
ス
）な
ど
を
提
供
す
る
こ

と
で
、〝
こ
の
指
と
ま
れ
〞と
仲
間
を
集
め
、共
同

研
究
も
可
能
に
な
り
ま
し
た
。例
え
ば
、昨
年
の

中
国・四
川
の
大
地
震
の
よ
う
な
場
合
、S
N
S

を
通
じ
て
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
学
生
を
す
ぐ
に
集
め

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。意
義
深
い
こ
と
が
あ
れ

ば
、経
済
的
に
も
積
極
的
に
支
援
し
て
あ
げ
た

い
と
思
い
ま
す
」

　
こ
う
し
て
育
っ
た
シ
ル
フ・フェロ
ー
た
ち
は
、奨

学
金
で
得
ら
れ
た
知
識
や
経
験
を
も
と
に
、世

界
各
地
の
コ
ミ
ュニ
テ
ィ
で
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発

揮
し
て
い
る
。

日
本
語
を
学
ぶ
外
国
人
を
支
援
す
る

「
日
本
語
教
育
基
金
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

　
東
京
財
団
で
は
、シ
ル
フ
の
ほ
か
に
も
う
ひ
と
つ

世
界
規
模
で
行
っ
て
い
る
人
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
あ
る
。日
本
語
を
学
ぶ
学
生
や
日
本
語
教
師

を
支
援
す
る『
日
本
語
教
育
基
金
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
N
F
│
J
L
E
P
）』（
94
年
に
設
立
）だ
。現
在

ま
で
に
世
界
6
カ
国
、8
大
学
に
各
々
1
5
0
万

米
ド
ル
を
寄
贈
し
て
い
る
。や
は
り
日
本
財
団
が

基
金
を
拠
出
し
、東
京
財
団
が
そ
の
運
営
に
当
た

って
い
る
。

「
日
本
の
将
来
に
思
い
を
馳
せ
た
時
、日
本
は
世

界
中
に
友
人
を
つ
く
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。世
界

中
で
日
本
語
に
興
味
を
持
ち
、話
す
こ
と
が
で
き

る
人
た
ち
が
増
え
る
の
は
あ
り
が
た
い
話
で
す
。

そ
れ
を
支
援
す
る
た
め
の
も
の
で
す
」

　
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、各
基
金
校
が
地
域
の
日

本
語
教
育
事
情
に
応
じ
た
き
め
細
か
い
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
実
施
し
て
い
る
。

　
例
え
ば
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や
ニュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

で
は
、日
本
語
学
習
者
の
ほ
と
ん
ど
が
初
等・中
等

教
育
の
生
徒
た
ち
と
い
う
事
情
に
鑑
み
、大
学
生

や
大
学
院
生
へ
の
奨
学
金
に
加
え
、日
本
語
教
員

の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
支
援
し
て
い
る
。ま
た
、ト
ル
コ

や
ル
ー
マ
ニ
ア
で
は
、研
究
者
育
成
の
支
援
も
し
て

い
て
、大
学
生
や
若
手
大
学
教
員
の
研
究
促
進
に

も
一役
買
って
い
る
。さ
ら
に
同
財
団
で
は
、日
本
語

教
育
の
効
果
を
高
め
る
た
め
、欧
州
の
日
本
語
教

育
の
研
究
グ
ル
ー
プ
と
協
力
し
て
、漢
字
習
得
ソ

フ
ト
の
各
国
語
へ
の
翻
訳
や
教
材
開
発
に
も
寄
与

し
て
い
る
。

3 
vol. 

財団と人づくり 

２１世紀のリーダーたちを
奨学金の支援で育成する

私たちの国際協力

シルフ賞の顕彰式。社会で活躍するシルフ・フェローたち。（左から）アマル・ジャドー パレ
スチナ自治政府国際関係担当事務局長、ゴラン・スヴィラノヴィッチ欧州安全保障協力
機構調整官、エグラ・マルティネス・サラサール カールトン大学（カナダ）社会学准教授

四川大地震被災者のための支援活動に向かう蘭州大学のシルフ・フ
ェローたち

「東京財団は途上国での社会起業を
支援するアキュメン・ファンド（米国の非
営利団体）ともパートナーシップを組ん
でいます」と話す松信章子常務理事

ジュリアード音楽院（米国）のシルフ・フェローによる演奏風景

ジャワハルラル・ネルー大学（インド）のシルフ・フェロー
（奨学金受給者）たちとネルー氏の銅像前で

シルフ基金校分布図
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留学生30万人成功のカギにぎる 
産学連携とカリキュラムの充実 

知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。 

目的意識を持って研修に臨む 
「課題分析ワークショップ」の開発に尽力 

JICEスタッフに聞く 中国支所　研修監理員 

関 いずみさん 

INTERVIEW この人に聞く 

FACE 顔 

よこた・まさひろ
昭和28年生まれ。上智大学（心理学専攻）卒。1984年（昭和59年）ハーバード大学
教育学部大学院修士課程修了。一橋大学商学部専任講師、同留学生センター教
授を経て明治大学国際日本学部教授。東京学芸大学学術博士。明治大学国際日
本学部教授。特定非営利活動法人 国際教育交流協議会 副会長。

1 Japan International Cooperation Center October 2009 

JICE  INFORMATION  BOX

　ご主人の転勤でアメリカに10年在住。そ
の間、TESOL（教育学英語教授法）に関
する修士号を取得した。それが縁でソマリ
ア、バルカン諸国、パレスチナ、アラブ諸国、
旧ソビエト連邦、中南米など世界中からアメ
リカにやってくる多くの留学生や難民、合法・
違法の移民に出会い、世界の広さと深さを
垣間見ることになった。そうやってアメリカで
出会った“新しい住民たち”の顔や身の上
話は、いまだに忘れることができないという。
　帰国後、「職場が自宅に近かったこと、英
語ができるという理由でJICEに応募したら、
幸いにも採用されました」
　研修監理員になってからは、環境関係、
高齢者介護、火力発電など、主にJICAが日
本国内で行う研修コースに携わってきた。

担当したコースの種類はあまり多くないが、
南部アフリカを対象にした中小企業育成の
経験は長い。その仕事を通じて、「一国の経
済発展に対する中小企業の役割、生産業
の重要性について再認識させられました」
　研修コースの現場監理業務に加えて、
JICAの協力のもとJICE中国支所が開発し
た「課題分析ワークショップ」には当初から
関わってきた。これは各研修員が自国の課
題や問題を整理し、目的意識を持って研修
に臨むためのワークショップだ。その関係で
最近、アルバニアとコソボに出張し、JICA帰
国研修員同窓会の活性化と援助ニーズの
把握を目的としたワークショップのモデレータ
ーを務めた。
「それぞれの国で帰国研修員や省庁関係

者とともに考えることで、『この国の抱える問
題は何か』『どのような援助を必要としてい
るか』が垣間見えたし、直接、途上国のニー
ズをヒアリングできたのは貴重な体験でし
た。また、自分の仕事が新しい国際協力の
実施につながるかもしれないというやりがい
も感じました」
　アルバニアとコソボを訪れて今まで“途上
国”を一括りにし、ひとつひとつの国を知る努
力が足りなかったとしきりに反省したという。
　ひるがえって日本で研修員を案内する中
小企業の工場見学でも、「バルカン諸国、ア
フリカ諸国、あるいは東南アジアそれぞれの
研修員とでは自ずと見学する視点がちがっ
てきます。多様な視点に応えられるような紹
介ができるようになりたいと思っています」

途上国のがむしゃらな活力
に惹かれて、国際協力に加
わろうとする若い人たちに、
心からエールを送りたい

平成21年10月1日発行　発行所：財団法人日本国際協力センター（ジャイス）　〒160-0023 東京都新宿区西新宿六丁目10番1号日土地西新宿ビル19・20・21階
TEL.03-5322-2500  FAX.03-5322-2520  http://sv2.jice.org

広報紙『JICE』に対するご意見、ご感想、ご質問、今後取り上げてほしいテーマや人物などを、下記アドレスへメールでお寄せください。 
広報紙『JICE』編集事務局　e-mail：kohoshi-jice@jice.org 皆さまの声をお聞かせください 
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大学は“高度国際人材育成”を迫られる時代 
　1983年に策定された「留学生10万人計画」は、当時のフラ
ンス並みに10万人の留学生を受け入れようという野心的な計
画でした。それから4半世紀後の昨年7月、留学生の拡大を図
った｢留学生30万人計画｣が打ち出されましたが、その2つの
計画の社会的背景はずいぶんと異なっています。
　この間、すでにヨーロッパでは留学生政策を“ヨーロッパづく
り”政策として位置付けて、その効果があらわれています。ま
た、アジア諸国ではその経済的成長の土台としての高度人材
の獲得と輸出産業としての高等教育といった経済的観点から
留学をとらえるようになりました。
　しかし、日本の留学生政策は、“援助”の意味合いが色濃く
残っています。 “援助”は経済が右肩上がりの時代には国民に
寛容に受け入れられても、経済が低迷すれば批判されがちで
す。その意味で「留学生30万人計画」は、国策として“援助”か
らより互恵的な“高度国際人材育成”の理念へと留学生政策
の転換を図る機会にしなければなりません。
流動性が劇的に高まる東アジアの留学生政策
　現在、東アジアでは人材の激しい争奪戦が繰り広げられ、当

初は送り出し国だった中国が、今や留学生50万人計画を打ち
出すような巨大な受け入れ国にもなりました。韓国はその中国
に最大の留学生を送り出し、マレーシアは東アジアの“留学ハ
ブ”になりつつあります。留学生の流動性は劇的に高まっていま
す。
　そこで日本では文部科学省を中心に、｢留学生30万人計画｣
実現のための中核的政策の1つとして、「国際化拠点整備事
業（グローバル30）」を打ち出しました。初年度の今年は、東北、
筑波、東京、名古屋、京都、大阪、九州、慶應義塾、上智、明
治、早稲田、同志社、立命館の13大学が選定されました。選定
条件には、英語による学位取得コースや海外共同利用事務
所の設置などが盛り込まれ、各大学に少なくとも2600人の留学
生の受け入れを課しています。しかし基本的なところで、日本で
は留学生の受け入れは、大学の経営面だけみれば赤字ととら
えている大学が多く、このパラダイムの転換がなされなければ、
補助金がなくても主体的かつ積極的にどこまで留学生を受入
れるのか、むずかしいと思います。この転換をどう実現するの
かが問われているのではないでしょうか。大学はアウトソーシン
グなど産業との連携を積極的に推し進め、短期留学などを視
野に入れたカリキュラムの開発が急務となります。それは単に
“国際化改革”というだけでない新しい時代を意味するのかも
しれません。

始し、サ国・日本双方の官民が一体となって
2002年に開所しました。
　サ国は2008年にDAC途上国リストから外
れ、日本政府も3年間の経過措置を経て同
国に対するODAによる協力を終了する予
定であるなか、JICAによるSJAHIプロジェク
ト（フェーズⅠ・Ⅱ）は2009年8月に終了しました
が、経済産業省産油国協力等事業として継
続されることが決定しました。
　2009年7月、JICEは㈶日本国際協力シス
テム（JICS）と共同でプロポーザルを提出し、
フェーズⅢとしてJICAからプロジェクトを引き
継ぐことが承認されました。
　JICEは専門家派遣を含む日本側のプロ
ジェクト全体管理を実施します。また、SJAHI
のテクニカル・インストラクター等を対象とした
研修の実施についても両国間で合意されて
います。

　JICAから引き継いだSJAHIプロジェクト
はJICEにとって大きなチャレンジですが、フェ
ーズⅢにおいても日本自動車工業会の協力
を得ながらJICEのこれまでの経験と人的資
源を大いに活用し、「人づくり協力のプロ集
団」としてプロジェクトの成功に向けて全力
で取り組んでいきたいと考えています。

　JICEは「サウジアラビア・日本 自動車技術高等
研修所（The Saudi Japanese Automobile 
High Institute、以下SJAHI）」プロジェクト 
フェーズⅢを開始しました。
　サウジアラビア（以下、サ国）ではアジア等
からの外国人労働者が多くを占めサ国の若
者の失業率の高さが問題となっています。こ
れを改善するため、サ国では、自国民による
就労の増加事業である「サウダイゼーション
政策」を実施しており、職業訓練や技術者
育成に取り組んでいます。
　SJAHIは、自動車整備技術を指導する2
年制の研修所で、サ国政府、日本（JICA、日
本自動車工業会）が2001年から協力を開

「サウジアラビア・日本
自動車技術高等研修所」
プロジェクト フェーズⅢ始動

大学は自らを国際化し、留学生を地域住民と認める必要が
あると思います

横田 雅弘さん

明治大学
国際日本学部 教授

私たちJICEは、個人情報保護法を遵守し、
徹底した個人情報の管理をいたします。


